
事務事業振返りシート 実施事業の振返り） 

１．基本情報

01010330 事務事業名 導・送・配水管新設、更新事業【水道事業会計】
担当部 水道部

担当課 管理課

01 政策名 01 快適で魅力あるまちづくり グループ 水道政策Ｇ

### 施策名 01 生活基盤の充実 電話番号 42-3500

### 基本事業名 03 地域にあった土地利用の規制・誘導 内線番号 5340

会計 ☐ 単年度のみ

款 ■ H 17 年度～）

項 ☐ 期間限定複数年度（ ～ ）

目 根拠法令・条例等

評価区分 簡易評価 評価対象 １次評価 関連計画 水道事業基本計画

単位
（実績） （実績） （実績） （見込） （見込）

導・送・配水管布設実施延長 ｍ 6,001 4,185 5,043 5,688 2,329

導・送・配水管布設替実施延長 ｍ 11,130 17,578 13,124 10,980 9,093

 （２） 事務事業の目的

 ② 対象

　（誰、何を対象にしているのか）

水圧・水量不足が生じている供給先

 ④ 意図

　（②対象をどうしたいのか）

 （３） 上位の基本事業

 ⑥ 基本事業の意図

　（さらにどのような成果に結びつくのか）

安全で良質な水を安定して供給できる

３．事務事業の環境変化・市民意見等
４．事業費の推移 単位

（法改正や事業を取り巻く環境変化、市民や議会などからの意見等）

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 0 0 0 0 0

千円 520,067 629,338 681,567 1,131,592 552,240

千円 520,067 629,338 681,567 1,131,592 552,240

人

人

千円 0 0 0 0 0

千円 520,067 629,338 681,567 1,131,592 552,240

＜取組内容を数値等により具体的に記載＞ ＜左記の実績（取組）による成果を記載＞

平成27年度 （平成26年度

事務事業
コード

予
算
科
目

事業
期間

単年度繰返 （開始年度

水道法第1条

２．事務事業の概要・目的・指標　　＜Do＞

 （１） 事務事業の概要（具体的なやり方、手順、詳細を記述）

水の安定供給を確保するために給水区域内の導・送・配水管の布設・布設替工事を行う事業。
①使用水量の増加に対応したサービス向上のため、配水管の能力不足（水圧・水量）が生じている地域、配水管の未整備地域（区画整理区域等）
の配水管網整備を行う。
②老朽管（耐用年数：概ね４０年）の布設替を整備計画に基づき計画的に行う。
③国・県・市が実施する道路改良事業等に合わせ配水管の布設・布設替を行う。
布設とは、水道管の埋設されていない道路に水道管を新たに設置すること。
布設替とは、既に埋設されている老朽水道管を新しい水道管に取り替えること。
事務の流れ　工事箇所選定→設計書作成（工事費用積算）→入札→工事業者決定→契約→工事着工→工事完成→完成検査→支払

 ① 活動指標 （事務事業の活動量）
24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

ア

イ

ウ

 ③ 対象指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記②対象の大きさを表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （見込）  （見込）

ア

イ

ウ

 ⑤ 成果指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記④意図の達成度を表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （目標）  （目標）

ア
需要に見合う水圧・水量が安定的に得
られる

イ

ウ

 ⑦ 基本事業の成果指標
 単位

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

　（左記⑥意図の達成度を表す指標）  （実績）  （実績）  （実績）  （目標）  （目標）

ア

イ

ウ

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

（決算) （決算) （決算) （計画) （計画)

　現在、給水区域内のほぼ全域で管網整備は
終っているが、今後は事故・災害に強い管路の
構築、漏水防止・水質基準の強化・耐震化のた
めに老朽管の更新をしていかなければならない
。また、水圧や水量が不足している苦情が、主
に人口増加している国分、隼人地区の供給先
から寄せられている。
　その他、給水区域外の集落水道を使用してい
る地域から施設の維持管理が高齢化等により困
難となっていることから、集落水道施設を市に移
管し給水を受けたいという要望も出されている。

投
入
量

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

事業費（A）

人
件
費

正 規 職 員

臨 時 職 員

概 算 人 件 費 (B)

トータルコスト(A)＋(B)

５．平成26年度の実績及び成果

（１）平成26年度の実績（取組） （２）平成26年度の成果

①市道川跡10号他配水管布設替工事(246ｍ)
②伊集院蒲生溝辺線配水管布設工事(197ｍ)
③国道10号配水管布設工事(浜之市地区)(200ｍ)
④県道国分霧島線配水管布設替工事(512ｍ)
⑤高千穂地区配水管布設替工事(278ｍ)
⑥市道下山払山線配水管布設替工事(378ｍ)
⑦市道宝瀬線配水管布設替工事(303ｍ)
他51件の工事を実施し、その延長は18,167ｍになる。

老朽管の布設替を行った事により、水の安定供給が確保され、給水区域
内の一部地域で配水管の能力不足が改善できた。



01010330
水道部

管理課

理　由

①

【参考：昨年度の内容】
☐

☐

☐

②

【参考：昨年度の内容】☐

☐

③

【参考：昨年度の内容】
☐

☐

☐

④

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑤ 【参考：昨年度の内容】

☐

【参考：昨年度の内容】☐

☐

⑥

☐

■

⑦

☐

■

⑧

【参考：昨年度の内容】☐

☐

７．１次評価結果　＜ＰＬＡＮ＞（組織決定） 継続・やり方改善・コスト縮小 ≫

継続 休止 廃止やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合

○ ○ ○

８．２次評価結果　（担当部長評価）

継続 休止 廃止やり方改善 コスト拡充 コスト縮小 連携 統合

（２）総　評

事務事業
コード

事　務
事業名

導・送・配水管新設、更新事業【水道事
業会計】

担 当 部

担 当 課

６．振り返り　＜SEE＞

Ａ
目
的
妥
当
性

 この事務事業の目的は、基本事業の意図に結びついていますか？

 結びついている

 間接的に結びついている

 結びついていない

 ・この事業をなぜ市が行わなければならないのですか？
 ・税金を投入して達成する目的ですか？

 妥当である

 見直す必要がある　

Ｂ
有
効
性

 成果が向上する余地（可能性）はありませんか？

 向上する余地はかなりある

 向上する余地はある程度ある

 向上する余地はほとんどない

 廃止・休止の影響はありませんか？

 影響がある

 影響がほとんどない

 類似の目的（対象・意図）又は形態（イベントや啓発等）を持つ他の事務
事業はありませんか？（市以外の主体が実施するものを含む。）

 類似事業がある場
 合の事務事業名等

 類似の事業はない

 類似の事業はあるが、統合又は連携できない

 類似の事業があり、統合又は連携できる

Ｃ
効
率
性

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、事業費を削減できませんか？
 ・補助金など、交付先に働きかけて、市の負担を削減できませんか？

事業費のほとんどは材料費並びに施工費用であり、使用材料の検
討、他工事との同時施工などは実施しているため、大幅な削減余地
は少ないが計画に基づき布設・布設替を実施することにより、漏水
等による突発的な事業費を抑制することができる。 削減できない

 削減できる

 ・事務事業の手段（やり方）を工夫することで、人件費（延べ業務時間）を削減
できませんか？
 ・職員以外の対応や委託により人件費を削減できませんか？

工事発注後の立会い、仕切弁等の操作は職員で対応しなければな
らないため大幅な削減は難しいが、工事発注時の工区分け等を見
直すことにより設計事務・契約事務・現場管理等が軽減され職員の
業務時間が削減できる。

 削減できない

 削減できる

Ｄ
公
平
性

 事務事業の内容が一部の受益者に偏っていませんか？
 また、受益者負担の公平性が確保されていますか？

 公平・公正である

 見直す必要がある　

【参考】前年度の改革改善の方向性≪

（１）事務事業の改革
改善の方向性

（２）平成27年度の改
革改善の内容
（取り組むべき課題）

　設計時点で工法、路線決定、材料の経済比較等を十分検討し、コスト縮減に努めることと、工事発注区分の検討を行い、
設計事務、契約事務、現場管理等を軽減することで、事業費が削減される。
　さらに、特殊な工事以外の設計は可能な限り職員で行い、委託料の軽減に努める。

（３）平成28年度の方
向性・取組目標

　工事路線や施設の工事箇所を決定する前に、布設されている水道管の残耐用年数、漏水の頻度、水道施設の老朽度等
の精査等を行い、工事の優先度が客観的に判断できるような仕組みを構築し不要不急な工事費の抑制を図る。

（１）事務事業の改革
改善方向性



01010330 導・送・配水管新設、更新事業【水道事業会計】
担当部 水道部

担当課 管理課

９．コストの推移

（単位：千円）

1

2

3

4

5

7

8

9

10

11 0 0 0

12 0 0 0

13 50,268 119,042 55,000

14 0

15 630,003 1,010,550 495,240

16 1,296 2,000 2,000

17 公有財産購入費

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

681,567 1,131,592 552,240

681,567 1,131,592 552,240

計 681,567 1,131,592 552,240

補助率
国

県

当初予算 区分 名称 金額

補正予算 0

流用・充用

予算合計 0 合　計 0

事務事業
コード

事　務
事業名

平成26年度　（決算） 平成27年度　（当初予算） 平成28年度　（計画）

報 酬

給 料

職 員 手 当 等

共 済 費

災 害 補 償 費

賃 金

報 償 費

旅 費

交 際 費

需 用 費

消 耗 品 費

燃 料 費

食 糧 費

印刷製本 費

光 熱 水 費

修 繕 料

賄 材 料 費

飼 料 費

医薬材料費

役 務 費

通信運搬費

広 告 料

手 数 料

保 険 料

委 託 料

使用料及 び賃借料

工 事 請 負 費

原 材 料 費

備 品 購 入 費

負担金補助及び交付金

扶 助 費

貸 付 金

補償補填及び賠償金

償還金利子及び割引料

投資及び出資金

積 立 金

寄 附 金

公 課 費

繰 出 金

計

財
源
内
訳

特
定
財
源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

補 助 基 本 額

平成26年度補正・流用状況 平成26年度特定財源内訳


	H26 01-01-03-導・送・配水管新設、更新事業【水道事業会計】
	基本シート
	改善シート
	財務シート


